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   小・中・高等学校における学校組織の基本的特徴 

  －内在的対他関係を基礎とする統合体としての学校組織－ 

                                 佐  野  茂  樹  

 

序 章  

１ 研究の目的 

今日、学校においては、副校長、主幹教諭、

指導教諭が設けられるなど職階制的仕組や官

僚制的・企業的組織形態の導入が進行し、PDS

サイクルや PDSA サイクルなどといった企業

的経営管理手法による組織マネジメントが試み

られている。学校におけるこうした動きは、教

科指導者と教務部や生徒指導部担当者等とを

切り離し、専門化し、学校組織を徹底した官僚

制的体制や企業的な経営組織体制の下に置く

ものとは異なっている。しかし、他方では従来

の学校組織のあり方や児童生徒観、教員の校務

遂行姿勢などに根本的な変化をもたらす可能

性も有している。 

ところが、職階制的仕組みや官僚制的・企業

的組織形態、あるいは企業的経営管理手法の導

入・適用が、学校組織と官僚制組織や企業の経

営組織との原理的相違を踏まえた上で行われて

いるとは言いがたいように思われる。また、学

校組織の把握については、近年、官僚制的組織

や教員の平等性等を議論の中心に置く考え方

を越える試みがなされている。 

こうした状況を見たとき、学校組織の基本的

特徴をあらためてとらえ直す必要があるので

はないかと感じられる。本研究は、学校組織の

基本的な特徴を、校種の相違(高等学校につい

ては全日制普通科)を視野に入れつつ、校務分

掌等の分析を通してあらためてとらえ直し、効

果的な学校組織マネジメントに寄与すること

をねらいとする。 

 

２ 研究の視点と課題及び本論文の展開 

本研究を行うに当たっての視点と課題、及び

本論文の展開は次の通りである。はじめに、学

校組織における教育業務(学年会を中心に展開)

と経営管理的業務(分掌を中心に展開)との統合

の仕方に着目して、これまでの学校組織把握の

流れを検討し、学校組織は教員、学年会・分掌

等の組織単位が教育業務と経営管理的業務の二

面を内包する関係体であることを基礎に捉えら

れるべきであるという視点の確認を行う(第 1

章)。この視点から、校務分掌表や学校組織図等

を収集分析するとともに、企業の経営組織研究

の知見を参考にすることによって、以下の課題

を明らかにしようと考える。すなわち、学校組

織は、①学年会と分掌の二面を有する関係体と

しての教員が学年会・分掌等の組織単位を構成

することによって、学年会・分掌もまた関係体

として互いに相手を含み、統合の契機を内包し、

全体組織をつくっていること(第 2 章)、しかし、

②このことを基本としつつも教員・組織単位の

あり方と関わって、小・中・高等学校の校種に

よる相違があること(第 3 章)、③企業の経営組

織と根本的な相違があること(第 4 章)、④その

経営・運営改善のあり方に関しては、自らの内

部にその可能性を有していること(第 5 章)、の

四つである。 

 

第１章 学校組織の把握に関わる問題 

１ 学校組織研究概観 

（１）単層構造論と重層構造論 

 学校経営の重要な課題の一つは、教育業務と

経営管理的業務という学校業務の二面をいかに

統合するかという問題である。教育業務とは、

学校業務の本質ともいうべき学習指導などで、

児童生徒の側から学校業務に対応しようとし、

そのために教員相互の自由な協力・協調関係が

必要であると考える。これに対して、経営管理

的業務とは、学校教育目標の設定、業務遂行計

画の策定、学校財務など、分掌や事務に関わる

業務で、効率性を求め、そのために官僚制的仕

組みや企業組織における経営論的知見の利用に

肯定的姿勢をとろうとする。 

 教育業務と経営管理的業務との統合という課

題を負う学校組織の仕組みが強く意識される契

機となったのは、1960 年代、伊藤和衛と宗像誠

也との間に展開された｢単層・重層構造｣論争で

あった。伊藤和衛は、学校経営に当たっては、

企業経営と同様に、組織の合理的管理・科学的

管理が必要であり、そのためには学校経営に関

する権限関係はもっと階層的に分権化されるべ
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きであると主張した１)。これに対し、宗像誠也

は学校業務の民主的遂行という観点から、学校

の｢本隊｣は授業をする教師であり、教頭を含め

て役付きは校内で互選するのが学校の本質に適

うのではないかとして単層構造論の立場を主張

したのである２)。 

 この論争は、企業における経営組織の原理と

学校組織の原理とは同一視されてよいかという

問題、経営組織は基本的な部分から構成されて

いると考える原子論的発想は学校組織にも妥当

するのかといった問題、あるいは、学校業務に

おける教育業務と経営管理的業務の二面性をど

う統合するのか、といった問題に関するもので

あると見ることができる。 

 

（２）教員の自律性と経営管理 

 教育業務と経営管理的業務に関わって、1970

年代を通して問題とされたのは､教育業務の自

律性を確保しながら、いかに教育業務と経営管

理的業務とを統合するかという問題であった。

この問題については、教師専門職論などと絡み

ながら議論が展開され、特に、1974 年(昭和 49

年)、学校組織の中に｢指導助言｣、「連絡調整」

の機能を担う主任制が導入され、階層的仕組み

が法制化されることによって、一層重要な問題

になっていった。たとえば、1977 年（昭和 52

年）高野桂一は、「学校運営研究｣の「専門性を

重視する指導助言組織の確立｣３)において、代表

官僚制や人間関係論などにも言及しつつ、「教

員の専門性が重視され保障される学校経営組織

体制、すなわち教員の自治・自律性の確保と民

主的意思反映のための経営参加｣を前提としつ

つ、学校組織を指導助言の場である統合体とし

て捉えようとする考え方を示している４)。 

 しかし、1970 年代後半から、不登校、校内暴

力、いじめなどの問題が現れ多発していく中で、

これらの問題が心理学的視点や社会学的視点、

文化論的視点などから分析されるようになり、

学校の問題状況、学校の独自的特徴等が指摘さ

れるようになる。こうした学校自体の状況を問

う動きは、学校組織に関しても、その独自的特

性を問う傾向をもたらし、1980 年代に入ると、

Ｋ.ワイクのルース・カップリング論が注目され

るようになる５)｡          

 他方、1980 年代、特に、1984 年の臨教審設置

以降は、個性の重視、生涯学習、情報化・国際

化といった社会の変化など、教育を取り巻く状

況が大きく変化していく中で、これに対応する

形の学校経営・運営の視点が前面にあらわれる

ようになる。 

 

（３）ルース・カップリング論  

 Ｋ.ワイクは「組織化の社会心理学｣６)の中で、

｢2 つのシステムの間に、共通の変数がわずかで

あるか、その変数が(システムに作用する)他の

変数より弱いとき、ルース・カプリングがある」
７)と述べている。この観点からすれば、学校組

織における教育業務と経営管理的業務とは、そ

れぞれ独立性のあるシステムであり、共通変数

の同調性の程度に応じて緩やかに結合

(coupling)している、ということになる。 

 この組織観は、各組織単位が保有している共

通の変数を通して行動の同調・対応が生じると

考えていること、したがって、組織単位の｢関係｣

は、各組織単位の内部に発していること、こう

した点において、従来の要素還元主義的な考え

方を越えようとするものであるということがで

きる。 

しかし、組織単位の｢関係｣はその組織単位がそ

れぞれ有する共通変数に由来するにしても、各

組織単位はそれぞれ個別に存在し、｢関係｣その

ものは外在的である。 

 

２ ｢関係」を基軸とする組織観の検討 

 学校組織の単位を相互排除的な対立を越えた

｢関係｣の中でとらえようとする組織観は、2000

年代に入って学校現場にとって身近な実践的な

ものとなっていくが、それには(1)｢中心－周辺

型｣モデル(榊原禎宏)８)、(2)｢ウエッブ型｣組織

(濱田博文)９)、(3)｢学習する組織｣(曽余田浩史

による検討等) １０）､(4)｢場の論理｣に基づく組織

論(武井敦史)１１）などが見られる。これらの組織

論は、原理的視点から学校組織はどうあるかを

問題にするよりは、実践的視点から学校組織組

はどのようなあり方をしているかを問うことに

力点を置いているように思われる。しかし、こ

れらの組織論は、学校組織の構造や組織観につ

いても示唆するところが多い。そこで、これら

の組織論について、組織構造という観点から検

討することにしよう。 

（１）｢中心－周辺型｣モデル 

 榊原禎宏は｢学校組織構造のメタファー｣１２）

の中で、｢中心－周辺型｣モデルを提案している。

それによれば、学校での職務は「教職員や環境

整備」に関する「固定的にとらえやすい業務」

と「児童生徒に直接」かかわり、これが難しい
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業務（以後、本論文の中では「非固定的業務」

と記す）とに分けられるべきである。「非固定

的業務」は「人間にかかわる業務であり、近代

産業における分業一協業体制ではなく、おおよ

その位置と職位をもって柔軟に職務に対応す

る」もので、このような業務を遂行する組織は、

全体を統括する管理職を中心として、周辺部に

異なった位置にある教員及びそれぞれ中心（主

任等）をもつ多様な単位組織が相互コミュニケ

ーションの下に、教育活動の最前線で活動する

統合体であるという１３）。 

 この組織論は、学校組織とは｢中心－周辺｣と

いう関係体としての組織単位が相互にコミュニ

ケーションを成り立たせている統合体である、

と考えているところに特徴がある。この観点か

らは、教育業務と経営管理的業務とは相互受容

的、あるいは相互補完的一体化がなされている

関係体の両面なのである。 

 

（２）｢ウェブ型｣組織 

 濱田博文は、『｢学校の組織力向上」を捉える

視点』１４）の中で、学校組織は｢ウェブ(クモの

巣)型」に近いと述べている１５）。それによれば、

学校組織では、各教員が「最前線の意思決定者」

という位置にあり、教職員間の「価値」や「基

本的前提」の共有のされ方が教育活動の質を左

右する。したがって、学校組織のあり方は、教

職員相互の関係のあり方に注目して考える必要

がある。こうした面から見ると、『学校組織は

あらゆる方向に双方向的なコミュニケーション

が成立している「ウェブ（クモの巣）型」に近

い』という。そして、安定性のある「ウェブ型」

組織とは、校長が中心に位置し、職員の間で共

有されている「基本的前提」及び「価値」と校

長自身の「基本的前提」及び「価値」との間の

親和性が高く、自分の学校のあり方と自分自身

の教育活動のあり方についての考え方に確かな

統合性がつくられている』、というのである１６）｡  

 この組織についての考え方は、学校組織を校

長や教員の「基本的前提」及び「価値」との間

の親和性を基本とするコミュニケーション関係

体としえ捉えていることに特徴がある。この立

場からは、教育業務と経営管理的業務とは、校

長や教員の「基本的前提」及び「価値」との親

和性を前提に、あらゆる方向に、しかも双方向

的なコミュニケーションを成立させることによ

って統合されている学校業務の両面であるとい

うことになる。 

（３）学習する組織論 

曽余田浩史は｢学習する組織｣の有効性につい

て検討を加えている１７）。｢学習する組織｣につ

いての考え方は、Ｐ．センゲによって提案され

たものである。センゲの｢最強組織の法則｣１８）

によれば、組織における問題は、各組織単位が

その業務を全体システムと切り離し「自分の職

域の管理」とらえ、「自分のポジションが全体

システムとどのような相互関係にあるかを認

識」していないことにあるという１９）｡ このよ

うな組織のあり方を変えるための原則が、自ら

のビジョンと現実との差を明確に認識し自ら

の能力の向上に努める「自己マスターリー」、

自らの中にある固定的な観念をはっきりとと

らえ改善していこうとする｢メンタルモデル｣、

将来のあるべき姿を構成員全体で共有する｢共

有ビジョン｣、自己及び組織を変革していくた

めに意見交換やディスカッションにより組織

集団の能力を高めいていく｢チーム学習｣、あら

ゆる事象を相互間関係の中でとらえようとす

る｢システム思考｣である２０）｡  

この組織観は、部分よりは全体的文脈を重視

し、各組織単位は全体との関係の中で意味を与

えられ、あるいは意味を創造する主体である、

と考えるところに特徴がある。従って、学校組

織とは、校長、教員、分掌、学年会(団)などの

組織単位が一連の関係・文脈の中で意味を与え

られ、あるいは意味を創造してつくられた全体

としての統合体である。教育業務や経営管理的

業務も全体としての文脈から意味を与えられた

学校業務の両面であるということになる。  

 

（４）場の論理に基づく組織論 

 武井敦史は、『｢場｣と｢力｣で考える学校組織

論』２１）の中で、「場の論理」から学校組織の

マネジメントを説いている｡「場の論理」の考え

方は生命科学やその知見に基づく哲学などを背

景とし、伊丹啓之の経営組織論２２）とも連なっ

ている。この組織観は、組織単位が集合するこ

とによって同調行動が現れ、その組織単位を包

含するする空間としての｢場｣が成立し、各組織

単位はこの｢場｣の中で意味や行動の仕方が与え

られる、と考えるところに特徴がある。 

この観点からは、学校組織とは教員が集合し

相互に共振・同調してつくり出された「場」の

中で、その考え方や行動の仕方が規定されて統

合された全体である。従って、教育業務と経営

管理的業務も学校業務の遂行に向けた共振・同
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調行動の両面であるということになる。 

なお、｢場｣についての考え方を展開している

伊丹啓之、武井敦史、及び清水博は、その考え

方は日本的なものであること、あるいはそれ故

に暗黙の中に前提とされてきたものであるこ

とを指摘している２３)。 

 

３ 伝統型モデルを越える組織観の特徴 

 本章『２ ｢関係」を基軸とする組織観の検討』

の中で、四つの組織論を検討してきたが、それ

らには共通して次のような特徴と補充されるべ

き点が見られる。その組織論の特徴は、 

(1)学校組織を構成する教員・分掌等の組織単位

を相互受容あるいは相互依存的な対他的関

係の中にある関係体と考えていること、 

(2)組織を統合する働きは、関係体としての教員

や学年会あるいは分掌等の組織単位の側に

求められていること、 

(3)教員・分掌などの組織単位の間には多方向で

双方向的なコミュニケーションが考えられ

ていること、 

(4)各組織単位は、｢中心－周辺｣関係など何らか

の関係を通して全体組織を構成するととも

に、全体を貫く論理を有していると考えてい

ること、 

である。 

しかし、これらの特徴は、次のような点を十分

に生かしながら指摘されるべきではないかと思

われる。すなわち、学校組織においては、教員

が教育業務と管理的業務の二面を担当し、教員

は教育業務と経営管理的業務との二つの空間に

同時に存在するという教員の有り様が根本とな

っているということ、言い換えれば、存在とし

ての関係体である教員が学校組織の根本となっ

ているということである。このことは、このよ

うな教員によって構成される教育業務を担当す

る学年会（団）や経営管理的業務を担当する分

掌も、単なる意識の上での関係ではなく、存在

としての関係体であることを意味している。従

って、教員や組織単位はそれ自体、すでに関係

的存在であり、個別的独立的なものが何かを媒

介として外側から関わり合うというものではな

い。教員や組織単位は教育業務に関しても経営

管理的業務に関しても当事者なのである。学校

組織を把握するに当たっては、以上のことが根

本に置かれる必要があると思われる 

 

 

４ 学校組織の基本的特徴 

 これまでの検討から、次のような学校組織の

基本的な特徴が考えられる。 

(1)教員は、教育業務と管理的業務の二面を担当

し、学年会(団)や分掌などの組織単位及び全

体組織を形成する。 

(2)教員、学年会(団)、学年会(団)、分掌等は、

それぞれが一つの組織単位として対他的関

係を基に全体組織を内包する。 

(3)学校組織を構成する教員、分掌等の組織単位

は、対他的関係の中にあり、その関係は内在

的なものである。  

(4)学校組織における統合の契機は、法や制度に

よる外的統制のみならず、教員、学年会、分

掌等の組織単位のあり方の中に包含されて

いる。 

(5)教員、分掌などの組織単位の内部及びそれら

の間には、全体組織に結びつく多方向で双方

向的なコミュニケーションが成立し、その成

立の契機は教員、分掌などの組織単位の中に

含まれている。 

  

学校組織に関する上記の特徴については、次

の第２章で確認することにしよう。 

 

[注] 

1)伊藤和衛 「学校経営の近代化入門」明治図

書 41－47 頁  1963 年(昭和 38 年） 

2)宗像誠也 ｢学校重層構造論・特別関係論批判

への導入｣ 宗像誠也編「学校運営と民主的

職場づくり一重層構造論・特別権力関係論

批判を中心にー」労旬新書 労働旬報社  

第４版 昭和 48 年 52－67 頁 

3)高野桂一 ｢専門性を重視する指導助言組織の

確立｣ 「学校運営研究」No193 明治図書 

1977 年(昭和 52 年)   ５－10 頁 

4)同上 9 頁 

5)佐古秀一 ｢学校組織に関するルース・カ

ップリングに関する一考察｣  大阪大学人

間科学部紀要  12 135－154 頁 1986 年

http//hdl.handle.net/11094/6919  Osaka 

University Knowledge Archive: OUKA  

http://ir.library.osaka-u.ac.jp/dspace/ 2011 年

10 月 7 日確認  

6)カール・E・ワイク(遠田勇志訳)「組織化の

社会心理学｣ 文眞堂 第 1 版  2008 年 
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7)同上 144 頁 

8)榊原禎宏 「学校組織構造のメタファー」｢京

都教育大学紀要｣ No.113  101 頁－114 頁 

2008 年  http://lib1.kyokyo-u.ac.jp  2011 年 5

月 20 日確認 

9)①浜田博文 「学校組織観の転換と校長のリ

ーダーシップ再考」 小島弘道編『時代の転

換と学校経営改革』学文社 2007.5 232－243

頁   

②浜田博文  『｢学校の組織力向上」を捉える

視点』 浜田博文 編「学校の組織力向上レポ

ート」 教育開発研究所 2009 年 22－31 頁 

10)曽余田浩史『学習する組織論と学校の｢有効

性｣』 佐古秀一・曽余田浩史・武井敦史著｢学

校づくりの組織論｣ 学文社 第１版 2011 年 

44－61 頁 

11)武井敦史 『｢場｣と｢力｣で考える学校組織

論』 佐古秀一・曽余田浩史・武井敦史著｢学

校づくりの組織論｣ 学文社 第４章及び第

５章 64－93 頁 2011 年 

12)榊原・前掲注 8)  

13)同上 109－114 頁 

14)浜田・前掲注(9)② 

15)浜田・前掲注(9)② 23－25 頁 

16)浜田・前掲注(9)② 23－25 頁 

17)曽余田浩史 『学習する組織論と学校の｢有効

性｣』佐古秀一・曽余田浩史・武井敦史｢学校

づくりの組織論｣ 学文社 2011 年  第３章 

44－61 頁 

18)センゲ (守部信之訳)｢最強組織の法則｣ 徳

間書店 第 18 刷 1995 年 19－73 頁 

19) 同上 19－23頁 

20) 同上 165－284頁  

21)武井敦史『｢場｣と｢力｣で考える学校組織論』

佐古秀一・曽余田浩史・武井敦史著｢学校づく

りの組織論｣ 学文社 第４章及び第５章 

64－93 頁  2011 年 

22)伊丹啓之 ｢場の論理とマネジメント」東洋経

済新報社 2010 年 

23)日本的であることに関する指摘について

は、例えば次の中で行われている。 

①武井敦史 『｢場の論理｣｢力の論理｣と現代の

学校』佐古秀一・曽余田浩史・武井敦史著｢学

校づくりの組織論｣ 講座 現代学校教育の

高度化 第８巻 小島弘道 監修 学文社 

第４章 71－74 頁 2011 年 

②伊丹啓之 前掲[注] 22) 328 頁 

③清水博 「生命知としての場の論理－柳生

新陰流に見る共創の理」中公新書 中央公論

社 第３版 2010 年 24－28 頁 

 

[参考文献] 

(1) Weick, Karl.  Educational  Organizations  

as  Loosely  Coupled  Systems  

Administrative  Science  Quarterly  Vol.21. 

No.1  P1-19  1976  Johnson  Graduate  

School  of  Management, Cornell University 

http://www.education.umd.edu/EPDA/ 

coursses/EDPL744-06/2.27.06%20Weick  

2011 年 10 月 7 日確認  

(2)木村浩則  ｢教育関係へのシステム理論的

アプローチの検討｣ 東京大学大学院教育学

研究科紀要 第 36 巻 1996 年 61－69 頁

http://ci.nii.ac.jp  2012 年 9 月 26 日確認 

(3)河野和清 「アメリカ教育経営学における

現象学的アプローチ」 日本教育経営学会紀

要 第 30 号 1988 年 91－106 頁 

http://ci.nii.ac.jp  2012 年 9 月 25 日確認 

(4)水本徳明 ｢学校経営研究におけるルーマン

組織論の可能性－組織の作動的基礎として

の意思決定を中心に－」日本教育経営学会紀

要 第 40 号 1998 年 82－94 頁  

http://ci.nii.ac.jp  2012 年 9 月 25 日確認 

(5)加藤崇英 ｢学校組織研究における制度論的

アプローチの再構築－B.ローワンの学校組

織における課業としての教授と統制の関係

を中心に－｣ 日本教育経営学会紀要 第

41 号 1999 年 69－81 頁 

http://ci.nii.ac.jp  2012 年 9 月 25 日確認 

(6)清水 博  ｢場の思想｣ 東京大学出版会第

４刷  2009 年  

(7)池田善昭 ｢システム科学の哲学－自己組

織能の世界－｣ 世界思想社 1991 年 

 

第２章 学校組織の基本的特徴 

前章｢４｣で述べた学校組織の基本的特徴は、

教員ごとの所属学年会(団)と分掌とのマトリッ

クス表から確認できる。そこで、学校訪問を行

い、学校組織に関する情報・資料の提供を依頼

した。訪問した学校は、岩手県内の盛岡市立河

北小学校、北上市立黒沢尻北小学校、盛岡市立

玉山中学校、同仙北中学校、県立釜石高等学校

の５校である。以下小・中・高等学校の順に見

ていこう。 
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１ 小学校の場合 

次の[表１]は、岩手県北上市立黒沢尻北小学

校の平成 24 年度｢学校要覧｣に示されている

「分掌組織」から作成したものである。表中の

数字 1 は、その業務を担当していることを表し

ている。また、この表では事務職員を省略して

いる。 

 

[表１]北上市立黒沢尻北小学校組織表 

 

 

（１）教員について 

 [表１]によれば、一部の分掌主任を除けば、

基本的には、各教員は教育業務を軸とする学年

会(団)を構成しつつ、経営管理的分掌も担当し

ている。このことによって、教育業務と経営管

理的業務とが教員という存在の中に関係づけら

れ埋め込まれた形となっている。また、学年会

所属の教員は、基本的には、すべての分掌に分

散して所属し、逆に、分掌はすべての学年会の

教員を構成員としている(一部例外もある)。こ

うして、学年会(団)、分掌に所属している教員 

は、学校全体に関わり学校全体を内包した存在

となっている。 

従って、教員は学年会（教育業務）と分掌（管

理的業務）との二面を担当して対他的関係を自

らの中にもち、この関係を基礎に学年会（団）

分掌等の組織単位及び全体組織を形成してこれ

を内側から結びつける（統合の契機を内にもつ）

基本的な単位であるということができる。 

 

（２）学年会(団)について                                               

 [表１]をみると、学年会(団)の教員は、基本

的には、経営管理的分掌のすべてに配置されて

いる。従って、学年会(団)は経営管理的業務を

内包する。また、各学年会(団)の教員は、他の

学年会(団)の教員も構成員とする分掌に属する

ことによって、他の学年会(団)との関係を所属

学年会にもたらすことになる。こうして、各学

年会(団)は、あらゆる分掌、他の学年会(団)と

連絡し学校組織の全体と関わってくる。 

従って、学年会(団)は分掌及び他の学年会

(団)との関係を内在させ、全体組織をつくると

ともにこれを内包し、それらを統合する契機を

自らの内に有する組織単位である。 

 

（３）分掌について 

 上記の（１）、（２）と同様な理由から、各

分掌は基本的には、内部からすべての学年会

（団）と関係するとともに他の分掌とも関係し

全体組織を形成する組織単位である。その統合

の契機は各分掌の内に備わっている。 

 

（４）コミュニケーション形態について 

 すでに見てきたように、各教員、学年会、分

掌は、教育業務と経営管理的業務の二面を内包

し、他の組織単位と内部から関係し、学校組織

の全体と関係する。従って、教員は自分の所属

学年会(団)や分掌を越えて他の学年会(団)や分

掌と関係しており、コミュニケーションは多方

向的である。また、例えば、教員 No8（T26）

と No24（T34）とは生徒指導の No7（T27）を

介して連なるなど、学年会(団)、分掌を異にす

る教員間の距離が短く、教員間の関係はフラッ

トで、コミュニケーションは双方向的である。 

 

以上、（１）～（４）から、前章「４ 学校織

の基本的特徴」が確認されたと考える。 

 

 

 

担　　　任 　　　分　　　　　掌

No

学
年
等

氏
名

主
任
等

１
学
年

２
学
年

３
学
年

４
学
年

５
学
年

６
学
年

特
別
支
援

教
務

研
究

生
徒
指
導

保
健
安
全
給

食
清
掃

担
当
業
務
計

校　長

副校長

主　幹

1 T18 教務主任 1 1

2 T12 研究主任 1 1 2

3 T13 生徒指導主事 1 1

4 T37 保健主事 1 1 2

5 T10 1年主任 1 1 2

6 T11 1年副主任 1 1 2

7 T27 1 1 2

8 T26 1 1 2

9 T07 2年主任 1 1 2

10 T24 2年副主任 1 1 2

11 T33 1 1 2

12 T22 1 1 2

13 T43 講師 1 1 2

14 T09 3年主任 1 1 2

15 T16 1 1 2

16 T36 1 1 2

17 T08 3年副主任 1 1

18 T04 4年主任 1 1 2

19 T17 4年副主任 1 1 2

20 T35 1 1 2

21 T42 講師 1 1 2

22 T15 5年主任 1 1 2

23 T30 1 1 2

24 T34 1 1 2

25 T41 講師 1 1 2

26 T25 5年副主任 1 1 2

27 T20 6年主任 1 1 2

28 T28 1 1 2

29 T31 1 1 2

30 T21 1 1 2

31 T05 特支 1 1 2

32 T06 特支主任 1 1 2

33 T14 特支コーディネーター 1 1 1 1 4

34 T19 少人数 1 1

35 T29 少人数 1 1 2

36 T23 司書教諭 1 1

37 T38 1 1 2

38 T39 栄養教諭 1 1

39 T40 主任栄養職員 0

40 L39 講師 1 1

41 L40 講師 1 1

計 4 5 4 4 5 4 3 12 8 12 7 68

特
別
支
援

１
学
年

２
学
年

３
学
年

４
学
年

５
学
年

６
学
年
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２ 中学校の場合 

次の[表３]は、岩手県盛岡市立仙北中学校の

平成 24 年度学校要覧を利用して作成したもの

である。表中に用いている１はその学年会(団)

や分掌に所属していること、その教科を担当し

ていること、０は学級を担任していない学年主

任、その学年会に所属していないが教科を担当

していること、もしくはその分掌の主たる担当

者ではないことを示している。 

 

[表２]盛岡市立仙北中学校組織表 

 

 

盛岡市立仙北中学校は、上記学校要覧によれば、

生徒数 413 人、学級数 12、講師、スクールカウ

ンセラー、事務職員等も含め職員数 33 人の学校

である。表中の T1～T21 は教員で、事務職員等

は省略している。 

 [表２]は、各教員が教育業務と経営管理的業務

との二つを担当していること、学年会、分掌が相

互に内包し合い、全体組織に関係していることを

示しており、本章の｢１ 小学校組織の場合｣で述べ

た小学校組織の特徴は、中学校にも当てはまる。 

しかし、小学校と比べて教科が分化し専門化し

ており、学級を通しての生徒との接触は部分的に

なる。他方、教員は教科指導を通して所属学年会

(団)以外の学年にも関係する。また、構成メンバー

は１～３名と少ないが、教科ごとに見るならば、

教科グループと学年会(団)や分掌が相互に浸透す

る形となっている。こうして、教員は教科指導を

通してより多くの生徒と接触するとともに、所属

以外の学年、分掌と関係し、学校組織全体に関わ

ってくる。 

　　学級担任等 　　　教　　　　　科 教　務　部 　　指　導　部 　　総　務　部

N0

学
　
年
　
等

教
　
職
　
員

主
任
等

１
学
年
担
任

２
学
年
担
任

３
学
年
担
任

国
語

社
会

数
学

理
科

保
体

芸
術

英
語

技
術

家
庭

教
務
運
営
系

研
究
推
進
系

生
徒
指
導

保
健
食
育
系

管
理
系

総
務
系

会
計
管
理

庶
務
会
計

担
当
業
務
計

関
係
業
務
計

校　長

副校長 総　務

1 T01 教務主任 1 1 2 2

2 T09 研究主任 1 1 0 1 3 4

3 T02 生徒指導主事 1 1 0 2 3

4 T19 進路指導主事 1 1 0 2 3

5 T21 保健主事(養教) 0 1 1 2

6 T03 １学年主任 0 1 1 0 0 1 3 6

7 T04 1 1 1 3 3

8 T05 1 1 1 3 3

9 T06 1 1 1 3 3

10 T07 1 1 1 3 3

11 T08 ２学年主任 0 0

12 T14 ３学年主任 0 0

13 T17 0 0

14 T19 進路指導主事 0 0

15 T10 0 0

16 T15 0 0

17 T09 研究主任 0 0

18 T08 ２学年主任 0 1 1 2 3

19 T09 研究主任 1 1 0 1 3 4

20 T10 1 1 1 3 3

21 T11 1 1 1 0 3 4

22 T12 1 1 1 0 3 4

23 T13 0 1 0 1 2 4

24 T02 生徒指導主事 0 0

25 T04 0 0

26 T17 0 0

27 T19 進路指導主事 0 0

28 T15 0 0

29 T14 ３学年主任 0 1 1 0 0 1 3 6

30 T15 1 1 1 3 3

31 T16 1 1 1 3 3

32 T17 1 1 1 3 3

33 T18 1 1 1 3 3

34 T19 進路指導主事 0 1 1 0 2 4

35 T20 0 1 0 1 2 4

36 T01 教務主任 0 0

37 T04 0 0

38 T10 0 0

39 T09 研究主任 0 0

学級担任・専属担当者数 4 4 4 3 2 3 3 2 2 3 2 1 6 1 6 1 3

学年会所属教員数 5 5 5

関係者数（記号０＋１の合計） 12 11 11 3 4 3 3 6 6 3 4 3 9 3 11 2 3

 
１
　
　
学
　
　
年

２
　
　
学
　
　
年

３
　
　
学
　
　
年

分
掌
主
任
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３ 高等学校の場合  

次の[表３]は、岩手県立釜石高等学校の平成

23 年度学校要覧から作成したものである。学

校要覧によれば、釜石高等学校は、生徒数 556

人、学級数 15、事務職員も含め職員数 59 人(定

時制を除く)から成る理数科設置の学校で、定

時制も設置されている。分掌としては、「総務」、

｢教務｣、｢生徒｣、｢進路｣、｢保健｣、｢図書｣、｢相

談」及び｢理数｣が設けられている。 

 

[表３]岩手県立釜石高等学校組織表 

[表３]は、小学校、中学校の場

合と同様に、各教員が教育業務と

経営管理的業務との二つを担当

していること、学年会(団)はその

所属教員を通してすべての分掌

に関係し、分掌はその所属教員を

通してすべての学年会(団)に関

係していること、このことを通し

て全体組織に関係していること

を示しており、本章の｢１ 小学校

組織の場合｣で述べた小学校組織

の特徴は、中学校の場合と同様

に、高等学校にも当てはまる。 

教科は、中学校よりもさらに分

化専門化しているが、これに対応

して教員数も増加するので、各学

級には副担任を設けることが可

能となっている。教科団もつくら

れ、時間割には教科の打ち合わせ

を行うことができるよう工夫が

なされているという。教科団が形

成されると、カリキュラムの規制

による結果でもあるが、学年会

（団）や分掌の場合と同様、教科

団、学年会（団）、分掌の間に相

互浸透が行われ、それらの間にコ

ミュニケーションや統合の契機

が内包される。 

また、分掌もより分化し専門化

しているが、この場合も基本的に

はすべての学年会（団）や分掌と

の関係、さらには全体組織との 

 

関係が保たれるように教員の配置が行われてい

る。 

このようなことから、学校組織は組織単位が

増えたり、分化専門化したりしても、それらが

相互に浸透し合い、全体に連なっていくという

関係性（内在的関係性）、全体性という基本的

特徴が確保されていく。また、コミュニケーシ

ョンの多方向、双方向性についても同様に確保

される。こうした組織は、各教員が教育・経営

管理的業務のいずれに対しても当事者として関

係し、学習者の様々な可能性をそれぞれの視点

から見出し、組織全体として把握し、発現させ

ていくために適しているということができる。 
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４ 学校組織の特徴をもたらす構成上のメカ

ニズム                        

 本章前節において、学校組織に関する５つの

基本的特徴を確認した。これらの基本的特徴は

カリキュラムや定数法等を基盤としながらも、

校内人的資源の活用における次のような意図的

背景のもとにもたらされる。すなわち、     

(1)教員は、教育業務、経営管理的業務の双方を

担当し、教育業務の視点、経営管理的業務の

視点、いずれの視点も内包しながら学校業務

を遂行することができるよう配置される。 

(2)教育業務を中心とする各学年会の構成教員

は、学年会(団)全体として見れば、基本的に

は、すべての経営管理的業務に関係できるよ

うに分散配置される。 

(3)経営管理的業務を中心とする分掌の担当教

員は、基本的には、各学年会におおむね均等

になるよう分散配置される。 

(4)校種の進行とともに教科・科目が専門化され

るが、専門化された教科の担当教員は、各学

年会(団)、分掌に分散配置される。 

 以上が学校組織を構成する場合の基本である

が、その他に、「担当業務数が各教員に均等に

なるように配分する」、「特定の学年に特定の

分掌担当教員が集中しないように配置する」な

ど、様々な考慮すべき条件がある。 

 しかし、学校組織を実際に機能させるために

は、現実的対応が必要である。それには、学校

の負う課題、児童生徒の状況、教員間の人間関

係、教員の年齢構成、地域社会との関係、学校

財務にかかわる経済的資源、教員としての成長、

教員・各組織単位の活動過程及び結果の全体化

など、多様なものがある。こうしたことがらを

考慮しながら組織を組み立てていくことにな

る。 

 

第３章 校種による学校組織の相違とその背景 

１ 学校組織図の類型 

 各学校では学校組織図をつくっている。これ

をインターネットで公開している学校も多い。

そこで、インターネットを通して学校組織図を

収集し、教育業務を担当する学年会(団)が経営

管理的業務に関わる分掌と区別され独立性が強

調されているか否かに着目して分類すると、次

のような形態が得られる。 

 なお、経営管理的業務と教育的業務とを交差

させるマトリックス型については、企業組織と

の比較も含めながら別に検討する。 

(1)学年会(団)を記さない。            

(2)学年会(団)を経営管理的業務とは別に独立

させて記す。 

(3)学年会(団)を学校業務の基礎に置き、その

上に管理的業務を位置づける 1)。 

(4)学年会(団)を分掌と区別し校長の直接的管

轄下に置く 2)。 

(5)学年会(団)を分掌と区別し教頭(副校長)の

直接的管轄下に置く 

(6)学年会(団)を教頭(副校長)の下にある管理

的業務と並列する。 

(7)学年会(団)を教頭(副校長)の管轄下にある

管理的業務(教務部等)の下に置く。 

 

２ 学校組織図の類型例 

以下に、学校組織の類型例を示そう。｢(2) 学

年会を経営管理的業務とは別に独立させて記

す｣型は、次の[図１]のように表される。この

図から学年会を消去すれば｢(1)学年会を記さ

ない｣型となる。 

 

[図１] (2)の型（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、｢(3) 学年会を学校業務の基礎に置き、

その上に管理的業務を位置づける｣型は、次の

[図２]のように表される。 

 

[図２] (3)の型（例） 
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この型は教育業務が管理的業務を要請する形で 

あると読み取ることができるが、教育業務が管

理的業務の下でその業務を遂行する形態と読み

取ることもできる。 

 

｢(4)学年会を分掌と区別し校長の直接的管轄

下に置く｣型は次のように示される。この型に

は、校長と学年会(団)の間に委員会や職員会議

等の組織単位が介在する場合も含まれる。 

 

[図３] (4)の型（例） 

 

 

｢(5)学年会を分掌と区別し教頭(副校長)の直接

的管轄下に置く｣型は次のように示される。 

 

[図４] (5)の型（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)の型については、 教頭(副校長)の下で管

理的業務に比重を置くことを求められている教

務主任や教頭(副校長)の任務を補佐する主幹を

介する場合、あるいは職員会議や委員会等が介

在する場合も含む。また、校長と教頭(副校長)

を結ぶ線の間から学年会と連絡する線を書いた

り、校長と教頭(副校長)とを一括りとする囲み

枠から関係線を書いたりしている場合も教頭

(副校長)管轄下として扱う。このことは次の

「(6)の型」に対しても同様である。 

 

「（6)学年会を教頭(副校長)の下にある管理的

業務と並列する｣型は次の[図５]のように示さ

れる。 

 

[図５] (6)の型（例） 

 

 上記の型には、務主任や教頭(副校長)の任務

を補佐する主幹、あるいは職員会議等を介在さ

せた他に、さらに教頭と学年会(団)との間に線

を引き、直接結びつけている場合も見られる。 

 

「(7)学年会を教頭(副校長)の管轄下にある管

理的業務(教務部等)の下に置く」は次のように

示される。 

 

 [図６] (7)の型（例） 

 

上記(7)の形態の場合、組織図には｢学年･学

級経営｣などと記し、「学年会(団)」という名称

が記載されないこともある。｢学年･学級経営｣

という表現は｢学年･学級経営事務｣の意味であ

ると解すれば、この形態は学年会(団)を記さな

い(1)型となる。しかし、本論文では、これら

いずれの場合も、｢学年･学級経営｣という表現の

下に｢出席簿の記入｣などのように、事務に重点

を置いた表現が明確でない限り、学年会を分掌

の下に置く型として分類する。 

以上の学校組織の型は、さらに、次のように

整理できる。すなわち、学年会(団)が描かれて

いない場合でも、学年会(団)のない学校はない
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であろうから、この場合には学年会(団)の独立

性が強調されていると考えて、学年会(団)を記

していない(1)と学年会(団)が強い独立性を示

している (2)とをまとめて「A 型」と表し、以

下(3)～(7)を順に「B 型」～「F 型」と表すこ

とにする。下記の[表６] は、ネットを通して

収集した組織図から各校種 20 校を選び、この分

類に従って整理したものである３）。サンプリン

グ理論に基づく収集ではなく、学校要覧に教員

名と担任、担当分掌等が記載されているものを

中心に収集したもので、統計上の意味は考慮し

ていない。 

 

[表４] 学年会の設置とその組織上の位置  

(学校数 小・中・高ともに20) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この表から次のようなことが考えさせられる。 

(1)教育業務の独立性を強調する学校は、小学校が

最も多く、次いで中学校、高等学校と校種の進

行とともに減少していくように思われる。 

(2)教育業務の独立性を強調しつつ、これを副校長

が統御する形態は、小学校、中学校にやや多く

見られ、高等学校においては極めて少ないよう

に思われる。 

(3)教育業務と管理的業務とを並列的にとらえる形

態は小学校、中学校、高等学校と校種の進行に

ともなって増大する。この型は、特に、高等学

校において、圧倒的に多く見られるようである。 

 

上記の[表４] からは、校種によって経営管理的

業務と教育的業務との位置づけに相違が見られる。

この相違の背景を見るために、｢正担任数と教諭数

との比」を見ることにしよう。 

 

３ 小・中・高等学校における学校組織相違の背景 

次の表は正担任数と教諭数との比を表したもの

である。 

[表５]正担任数と教員(教諭)数との比 

[表５]において、「担任(正担任)数と教員(教諭)

数との比」の値が１に近いほど正担任の割合が高

く、児童生徒とより多くの面で接する教員が多く

なり、教育活動を中心とする考え方が強くなるで

あろうと考えることができる。このことについて、

小学校から校種の進行順に見ることにしよう。 

（１）小学校の場合 

[表５]によれば、黒沢尻北小学校では、「担任(正

担任)数と教員(教諭)数との比」は 0.80 で１に近く、

殆どが正担任であることに符号している。また、

教科・科目の専門化が小さく、教員と児童とは全

教科を通して全人格的な接触が行われ、しかも、

教員は学年会(団)と分掌とに同時に属するのであ

るから、教育活動を中心とする考え方がより強く

なることが予想される。 

 

（２）中学校の場合 

盛岡市立仙北中学校の場合、｢正担任数と教諭数

との比」は 0.63 で中間的な値となり、正担任以外

の教員が小学校の場合よりも増えていることに符

合する。また、教科・科目の専門化が進み、教科学

習を通じた生徒との接触はより部分的となってい

ると考えられる。これらのことが、ある程度教育業

務の独立性を強調するとともに、経営管理的業務も

同様に強調するという姿勢に連なり、「学年会を教

頭(副校長)の下にある管理的業務と並列する｣型の

増加となって現れているのだと考えることができ

る。 
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（３）高等学校の場合 

 岩手県立釜石高等学校の場合、｢正担任数と教

諭数との比」は 0.42 と 0 側に近い値となってい

る。このことは、正担任以外の教員がさらに増

加し、正担任の数を上回っていることに符合し

ている。また、教科・科目の専門化が一層進み、

分掌数も細分され専門化している。したがって、

生徒との接触はさらに部分的となり、教育業務

の視点のみから学校業務をとらえるという姿勢

が後退してくると考えられる。その結果、教育

業務と管理的業務とを並列的にとらえるという

姿勢が強くなってくるのではないかと考えられ

る。 

 以上から、校種による組織の相違は、教員の

学年会(団)、分掌、教科などの重複担当のあり

方によるものではないか、換言すれば、教員の

存在様態が影響しているのではないかと見るこ

とができる。 

 

[注] 

1 この類型を掲げている学校は少ないように思

われる。例としては、神奈川県大和市の小学

校にこの類型が見られる。      

2)この類型をとっている学校も少ないように

思われる。例としては、東京都小平市の中学

校にこの類型が見られる。 

3)選び出した学校の所在地域は次の通りであ

る。地域に付した番号は同じ地域から異なっ

た学校を選び出したことを示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 学校組織と企業の経営組織における特  

徴 

１ 組織図から見た学校組織の特徴 

 本論文｢第３章｣で取上げた学校組織図から

は、学校組織に関する次のような特徴が窺われ

る。 

(1)学校組織においては、職務を中心に組織構造

を表した組織図と職員を配置した組織構成

との間には乖離がある。組織図を見る限り、

学校業務は分割されている。しかし、教員

は教育業務と経営管理的業務の二つの役割

を負っており、実際の組織構成においては

分離していない。 

(2)学校組織図における分掌や学年会(団)を結

ぶ線は、指揮命令というよりは、組織単位相

互の関係性や全体性の確保に必要な連絡・調

整を表すものとしての性格が強いように思

われる。学校組織は、児童生徒の全人格の形

成に関わるもので、各業務・各機能の個別的

な活動よりは、他との協応・協働が求められ

る。 

(3)学校組織図の中には、時間的経過が内包さ

れていない。学校組織図は、計画を立て、実

施方法について研究を行い、これを一定の過

程で実行し、学習者を卒業させるという時間

的系列に従ってつくられてはいない。学校組

織においては学習指導も生活指導も同時的

に行われる。 

(4)学校組織は、PDS サイクルや PDCA サイク

ルあるいは PDSA サイクル、官僚制的指揮

命令関係等と直ちに整合的であるとは言え

ない。学校組織図には時間系列が内包され

ておらず、しかも、学校業務、特に教育業

務は同時的に行われ、時間的順序、階層的

順序を前提に行われるわけではない。 

 

２ マトリックス組織としての学校組織              

 浅野良一は、「学校組織マネジメントの概要

（改訂版）」１))の中で、学校組織の特徴はマト

リックス型であることを指摘している。それに

よれば、学校には「校務分掌」と｢学年団」があ

り、この両方を同じ教職員が担当し、｢校務分掌」

と「学年団」」は交差し、格子状（マトリクス）

になっている、という２)。 

試みに、中学校の組織をマトリックス型に表

わせば次の[図７]のようになる。ただし、進路

指導部等は省略している。このマトリックス型

としてのとらえは、学校組織の実態にかなうも
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のではある。しかし、注意しなければならない

ことは、学校におけるこのマトリックス型組織

は、企業のマトリックス型組織と異なることで

ある。 

 

[図７]マトリックス型学校組織 

 

 

企業組織の場合は、後述の「[図 10]マトリッ

クス組織｣に見られるように、設計、生産、販

売などの横並びの各部門は時系列となってい

る。これに対して、学校組織は、｢［図７]マト

リックス型学校組織｣に見られる教務主任、研

究主任、生徒指導主任の軸を横断的にたどるこ

とによって、教育活動が完結し、その成果が実

現されることを示すものではなく、時系列を反

映したものではない。また、企業組織の場合に

は、設計、生産などの各部門横断的に横軸から

のコントロールが働く仕組みになっているが、

学校組織の場合には、たとえば、学年主任が教

務担当者に担当学年の目標実現に効果的なカリ

キュラムを開発させる等のコントロールを行っ

ているわけでもない。さらに、たとえば、1 学

年主任と同じ列にある担任・担当者は、1 学年

会のメンバーとして一体となって協調・協働行

動をとるのであって、従って縦軸に示されてい

る各分掌のメンバーの一部が学年会(団)として

横に連絡しているのである。したがって、学校

組織は学年会(団)と分掌が交差しているという

点ではマトリックス型と言えるにしても、企業

組織におけるマトリックス組織とは基本的に異

なるものである。 

 

３ 企業における経営組織 

 企業の組織の特徴を考えるにあたって、基礎

的形態と思われる機能制組織(職能別組織、ライ

ン組織)と事業部制組織、及びその発展的形態と

してのマトリックス組織を取り上げる。佐久間

信夫の「現代経営組織論の基礎」３）は、経営組

織の基本形態として、職能別組織と事業部制組

織、及び進化した組織として「マトリックス組

織」と「フロントバック組織」を挙げている４）。 

 

（１）機能制組織と事業部制組織 

 企業における機能制組織とは、企業の活動を

｢研究・開発｣、｢生産｣、｢販売｣といった基本的

機能ごとに分割し、さらに各機能部門の活動を

作業内容や手順ごとに分割して業務を効率的に

遂行しようとするものである。このような組織

は次の[図８]のように示される。 

 

[図８]機能制組織 

 

ここでは、企業の機能が、研究開発・生産・販

売に分割され、各機能部門がＡ製品、Ｂ製品、

Ｃ製品という製品事業に対応して、さらに分割

されている。 

このような機能制組織に対して、事業内容を

基本として業務を分割してつくられた組織が事

業部制組織である。この組織図は、次の[図９]

のように示すことができる。 

 

[図９]事業部制組織 

 

この組織図では、企業の事業が、A 製品事業、

B 製品事業、C 製品事業と事業ごとに分割され、

さらに各事業部門が研究開発機能、生産機能、

販売機能というように分割されている。       

 機能制組織にせよ、事業部制組織にせよ、企
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業組織は、本来の業務機能を分割することが基

本となっている。しかも、この組織図には時間

的経過が内包されており、機能制組織の場合に

は、製品ごとに機能をたどれば、その製品の生

産・販売が実現し、事業制組織の場合には、事

業部ごとに機能をたどれば、その製品の生産・

販売に結びつく。 

こうした企業組織を構成する原理は、｢分割･

分離」、｢独立･専門化｣、｢統合･拡大｣であると

考える。｢分割･分離｣とは、生産活動から新製品

の開発と商品生産という働きを分けるなど、特

定の行動や働きを取り出して、その本来のもの

から引き離すことである。｢独立･専門化｣とは、

引き離した行動や働き自立させ、その働きに特

化してしまうことである。そして｢統合･拡大｣

とは、｢独立･専門化｣した行動や働きを一貫した

生産活動となるよう一体化を図ることであり、

その過程で、｢独立･専門化｣した作業や働きの複

数単位をあわせることなどによって、企業組織

は拡大し、生産規模を拡大させることができる

ということである。 

 

（２）マトリックス組織              

 企業の組織形態として、ネットワーク組織と

いわれるものがある。この組織は、事業別、製

品別、顧客別、地域別など、異なる事業目的に

同時に対応できるよう指揮命令系統を多元的に

構成した組織である。この型の組織には、組織

内におけるネットワーク、企業間におけるネッ

トワークがある。若林直樹の「ネットワーク組

織」５)によれば、組織内ネットワークの一つに

マトリックス組織があるという６)。 

マトリックス組織とは、たとえば、研究開発、

製造、販売などの機能(職能)を縦軸とする組織

に、製品別や地域・市場別などの横軸を加え、

二つの指揮命令系統を噛み合わせた組織であ

る。マトリッス組織は[ 図 10]のように示すこ

とができる。 

この組織では、たとえば、設計部門とＡ製品マ

ネージャーとの交点の位置にあるものは、設計

担当役員とＡ製品マネージャーの双方からコン

トロールを受ける。しかし、この組織も、その

業務を「分割・分離」、｢独立･専門化｣、｢統合･

拡大｣することがベースになっている。 

以上から、企業組織の機能制組織、事業部制

組織、マトリックス制組織も、基本は、本来事

業を分割し、分離し、独立させ、専門化し、こ

れを統合し、拡大することによってつくられた

もので、それぞれの専門化した業務は、時間的

経過を内包する形で秩序づけられている。 

 

[ 図 10]マトリックス組織 

  

４ 官僚制組織 

 学校組織と官僚制組織との異同が、しばし

ば、問題とされる。この問題を考えるためには、

官僚制組織が前提としている基本的原理を踏

まえる必要がある。マックス・ウェーバーの「官

僚制」７)によれば、官僚制組織は、その目的を

達成するために、一定の職務と職務遂行のため

に必要な権限を備えた職位とを、規則によって

定められた一定の指揮命令系統の下に組み合

わせてつくられたもので、その機能を果たすた

めに必要な専門的能力を備えた者を任用する

という特徴を有しているという８)。こうしたこ

とからすれば、官僚制組織には、根本に、次の

ような原理が働いていることになる。 

(1) 官僚制組織も、組織目的や業務を「分割・

分離」し、これを｢独立･専門化｣し、さらに

｢統合･拡大」することによって成立する。 

(2)官僚制組織においても、一つの部門におけ

る経営管理的業務と作業的業務との関係は

一義的である。 

(3)官僚制組織も、また、「基本的な部分(職位)

が秩序ある全体組織を構成する」という基

本的な原理に基づく。具体的には、一定の

職務とこれを遂行するための職位が組み合

わされることによって全体組織が成立す

る。全体の目的は各職務の遂行の合計とし

て達成される。 

(4)官僚制組織は時間的過程を含む形でつくら

れており、｢分割･分離｣し、「独立･専門化」

した単位組織をたどれば、組織のねらいの

達成に結びつく。 

(5)上記(4)の結果として、官僚制組織も PDS

サイクルや PDCA サイクル、PDSA サイク
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ルなどと整合的である。 

(6)時間的過程を含む形で配置されている単位

組織間の関係は、指揮命令関係として秩序

づけられている。 

 

 以上から、官僚制組織は、本質的に、企業組

織と同様の原理に立っており、官僚制組織と企

業における経営組織とは同型の構造を有し、互

いに整合的であるということができる。 

 

５ 企業組織と学校組織との相違 

 これまで見てきたことから、企業組織と学校

組織の相違として次のような点をあげることが

できる。 

(1)企業組織は、製品の生産など、企業本来の業

務を｢分割・分離｣し、｢独立・専門化｣し、こ

れを｢統合・拡大｣する分業一協業体制である

が、学校組織は、業務を｢分割・分担｣し、相

互依存関係の中で教育活動を行う分担一協

働体制である。分担一協働体制とは、対象全

体に関わりながら、他とその一部を受け持

ち、コミュニケーションをはかりつつ対象に

働きかける作用である。 

(3)企業組織は、｢基本的な部分が秩序ある全体

を構成する｣「一人の人間は部分に配置され、

部分の完成を志向する」という原理を背景と

する。これに対して、学校組織は、｢部分は

全体を内包する｣「一人の人間(教員)は、複

数部分を担当し、全体的完成を志向する」と

いう原理を背景とする。何よりも児童生徒の

全人格が先行するからである。 

(4)企業組織においては、｢分割･分離｣、｢独立･

専門化｣、｢統合･拡大｣の原理は、生産などの

ような具体的行動分野に加え、思考･判断な

どの分野にも適用され、管理的業務が専門化

される。しかし､学校組織においては、分割

はされても分離されず、教員は管理的分掌も

担当し、思考･判断も直接の教育活動担当者

に保持され分担される。 

(5)企業組織は時系列を内包する形でつくられ、

｢分割･分離｣し、｢独立･専門化｣した単位組織

をたどれば、一定製品の生産等、組織のねら

いに到達する。しかし、学校組織における組

織単位相互の関係は同時的であり、連絡･調

整関係を軸に表現されている。 

(6)企業組織は時間的過程を内包することから、

これに指揮命令関係を噛み合わせることが

容易である。しかし、学校組織を構成する組

織単位は同時的に作用することから、これに

指揮命令関係を容易に噛み合わせることが

できない。 

(7)企業組織は時間的過程を内包し、アウトプッ

トからプロセスを統御する仕組みと整合的

であり、従って PDS サイクル、PDCA サイ

クル等といった改善サイクルと整合的であ

る。また、結果から因果系列を逆にたどる後

方に反省的な組織である。しかし、学校組織

は、学習者の生活、健康・安全、教員の指導

法など多様な背景を点検しつつ、インプット

からアウトプットを予測し、教育活動を進行

させる前方に反省的な組織である。 

 

 以上のように、学校組織は、業務を分割し経

営管理的仕組みをつくる等、企業組織、官僚制

組織と類似している面はあるが、その原理が異

なっている。 

 

[注] 

1)浅野良一 「学校組織マネジメントの概要(改

訂版)」 兵庫教育大学院   

平成 22 年 8 月  2 頁   

http://www.edu-etr.pref.kanagawa.jp   

2012 年 8 月 10 日確認 

2)同上 4 頁 

3)佐久間信夫、坪井順一編著 「現代経営組織

論の基礎」学文社 2011 年 16－31 頁 

4) 同上 16－31 頁 

5) 若林直樹 「ネットワーク組織」有斐閣 第

1 版 2009 年  

6) 同上 68 頁 

7)マックス・ウェーバー(阿閉 吉男 脇 圭平

訳) 角川文庫 昭和 33 年  

8)同上 7 頁 

 

第５章 学校及び企業における組織改善 

これまで見てきたところによれば、学校組織

と企業組織には根本的な違いがある。その組織

上の特徴から見るならば、発生する組織上の問

題とこれを改善するための方法には、表面的に

は類似していても、根本的なところで相違があ

るのではないかと考えられる。そこで、両者の

組織上の問題とこれを改善するための方法に

ついて、どのような相違が考えられるか、若干

の考察を加えることにしよう。 
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１ 学校組織における企業的仕組みの導入 

 学校組織は、教員が組織の教育業務と経営管

理的業務の二面を内包しながら、学年会や分掌

を構成し、さらにこれらが相互に作用し合って

いる統合体である。この組織の問題点は、教員

や分掌など組織単位が他者肯定的・受容的であ

るが故に、特定の教員に業務を集中させる等、

業務を他者に委ね、関係を自分の関係とせず、

他人の関係としてしまう可能性があることであ

る。このような場合には、教員をはじめ各組織

単位は、関係、特に横断的関係を遮断し、教員

は自分の世界に閉じこもった状態で業務を行う

形が中心となっていく。このような状態におけ

る組織経営上の課題は、如何にして組織本来の

関係性や全体性を回復するかということであ

る。 

 こうした事態に対処する組織改革の一つの方

法として考えられるのが、「分割・分離」「独

立・専門化」といった企業組織の原理を導入し、

分業体制を強化し、指揮命令関係による強制力

をもって遮断された関係を回復し、全体化への

行動を促すことである。 

 この方法は、しかし、関係性、全体性を基礎

とする組織に｢分割・分離｣、｢独立・専門化｣の

原理を組み入れようとするものであるが故にそ

の導入の程度によっては、新たな個別化・部分

化の原理を持ち込み、回復すべき関係や全体性

をかえって失わせ、ひいては児童生徒の全人格

にかかわるという学校教育の基本姿勢を変質さ

せてしまう可能性も含んでいる。 

 

２ 企業組織における学校的仕組みの導入 

 企業組織は、本来、事業や機能を分割し、分

離し、独立させ、専門化し、これを統合し、拡

大することによってつくられ、時間的経過を内

包する形で秩序づけられた組織である。企業型

組織の問題点は、それが部分の完成を目指すこ

とを基本とする組織であるが故に、独立・専門

化した組織単位が、全体組織との関係を見失い、

市場の変化に対応困難な結果をもたらしてしま

う可能性を内包していることである。 

 このような組織の問題に対処するために必要

なことは、組織を全体的関係の中に捉え直し、

センゲが述べているように構成メンバーの意識

や行動を変えることである１）。しかし、組織単

位を全体化するさらに徹底した方法は、組織単

位の存在に変更を加えることである。伊丹敬之

は「場の論理とマネジメント」２）の中で、組織

構成員のあり方に変更を加え、従来独立してい

た部署の相互内在化を図ろうとする例を挙げて

いる。「場の論理とマネジメント」は、ソニー

の VTR 開発過程で、メカ技術とエレクトロ技術

者のデスクをワンフロアに仕切りを設けず二列

に並べて本立てを置くことを禁じ、さらに、同

じ分野の技術者が一塊の席に集まることをや

め、混在するようにした例や、セイコウエプソ

ンにおいて映像事業部等事業所内でばらばらで

あった設計、事業管理、営業の三部署を集めて

真ん中にフリースペースを作った例など、多数

を挙げている３）。これらは部署の兼任ではない

が、部署を混在させることによって部署をこえ

たコミュニケーションを実現しようとするもの

である。 

 このような組織改善の試みは、「分割・分離」

「独立・専門化」「統合・拡大」を原則とする

企業組織に、内在的関係性やこれを原理とする

全体性を強調する原理を部分的に導入するもの

だということができる。 

 

３ 学校組織の改善 

（１）学校組織改善の着眼点 

 学校組織改善のための重要な着眼点の基本

は、教員、組織単位の中に関係性及び全体性を

確保することである。そのための方法には三つ

が考えられる。第一は、組織の機能を分割し明

確な指揮命令関係によってこれを結びつけると

いった企業組織的原理や官僚制的原理など、現

在根本としているものとは異なる組織原理を導

入する外側からの方法である。第二は、学校組

織が基本としている原理を発現させるような内

側からの改善である。第三は、上記二つの方法

を併用することである。現実的には、この第三

の方法が進行していると言ってよいであろう。

しかし、学校現場においては第二の方法が最も

本質的である。 

 第二の方法は、教育活動など従来の組織活動

行う中でその有する意味を自覚的・意図的に発

現させていくものである。その中では、学習指

導法等教育方法に関する研究・研修が教員にと

ってより本質的で身近なものである。研究・研

修は教員自身の力量を高めるばかりではなく、

その組織としての取り組みは、教員、組織単位

相互の協働行動を必要とさせ、組織経営・運営

上も極めて有益であると考えられる。 
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（２）組織活性化の手段としての研究･研修体 

  制 

 学校内においては、さまざまな研究・研修が

行われている。校内研究・研修のあり方につい

ては、小・中・高等学校の校種によって相違が

ある。小学校の場合は研究主任が置かれ、研究・

研修体制の土壌がつくられており、多くの学校

は、教科・領域に関わる共通テーマを定め、組

織的研究体制を備えている。たとえば、学校訪

問をした盛岡市立河北小学校では、20 年にわた

って道徳の研究を行い、２年に１回の自主公開

を行っているという。また、北上市立黒沢尻北

小学校では、１・３・５学年は算数グループ、

２・４・６学年は国語グループとし、算数と国

語を中心とする研究体制をつくっている。この

ような研究と研修体制は、指導内容や指導法に

関する教員の力量を高める効果が期待されるば

かりではなく、関係性や全体性を自覚させる組

織マネジメントの観点からも効果的であると考

えられる。盛岡市立河北小学校校長は、「研究

を行うことによって全体化が図られる｣という

意味のことばを述べている。 

 中学校の場合も、研究主任が置かれ、研究・

研修体制の土壌がつくられている。しかし、教

科の専門性が次第に強くなり、すべての教員を

同一教科の研究で統合することには無理があ

る。本研究のために資料の提供に応じてくれた

盛岡市立玉山中学校の校長は、「小学校の場合

は共通テーマを設定しやすいが、中学校の場合

は教科の専門性が現れ具体的な教科を共通テー

マに設定することはできず、より抽象的なテー

マで括ることになる」、｢テーマの設定がうまく

いけばまとまりをつくることができる。いかに

興味・関心のあるテーマを見出すかが課題であ

る」という意味のことを述べている。まさに、

研究・研修活動は、組織マネジメント上の意味

があることを物語っている。盛岡市立仙北中学

校では「自ら学び続ける生徒の育成」という共

通テーマが設定されていた。 

 これに対して高等学校の場合は、研究・研修

が教育委員会や国の事業を受けて行われること

もあるが、個人あるいは教科集団を中心に自主

的に行われる傾向が強いように思われる。しか

し、校内における授業研究は行われており、学

校組織の関係性、全体性への意識に影響を与え

ていることは確かであろうと思われる。学校訪

問をした岩手県立釜石高等学校は、授業研究を

行っていることは勿論であるが、スーパー・サ

イエンス・ハイスクールの指定を受けており、

強い意気込みが感じられた。教員の研究・研修

姿勢や教育活動全般に影響し、組織マネジメン

トにとっても大きな意味があるものと思われ

る。 

 以上から、校内につくる研究・研修体制は、

学校組織の基本的特徴である関係性、全体性と

いった特徴を生かし発揮させるためにも効果的

であるように思われる。学校の中に組織改善の

ための可能性が備わっているのである。 

 

（３）PDS サイクル、PDCA サイクル等につ

いて 

 PDS サイクルや PDCA サイクル、及びこれ

と関係が深いと思われる分析手法(これを工学

的手法と呼んでおこう)は、授業や組織経営・

運営の計画・実施・改善のために有力な手段で

ある。しかし、本研究は｢第４章」の｢１ 組織

図から見た学校組織の特徴｣の中で、学校組織

は時間的経過に従って改善を行おうとする

PDS サイクルや PDCA サイクルとは整合的で

ないと述べた。なぜなら、企業組織は過去(設

計・計画)に従って現在(生産等の活動)があり、

将来(販売、収益)が予定されるという時間的過

程に従ってつくられているが、学校組織は、児

童生徒の未来から現在の多様な活動を規制し、

予期しない事態に即応しつつ教育活動を進め

るという直線的時間的経過とは異なった原理

に基づいているからである。 

このことを身近な授業(学習指導)を取り上

げて考えてみよう。授業について工学的手法を

とるならば、指導の目標を明確にし、目標に従

って指導内容を分析し、学習者の実態や興味・

関心と学習の過程に対応し、指導過程を構築す

る。このことによって実践すべき内容と方法を

明確にした授業が設計され、評価の視点や評価

方法が明確になる。だが、教員は、一旦授業を

始めたならば、学習者の様子を見、学習者を生

かしながら、予定した方法に変更を加え、前方

に反省的な姿勢をとり、Do を変更し、Plan に

変更を加える。当然 See の仕方にも影響が現れ

る。授業を進めるに当たっては、明らかに好ま

しくない結果が生じると感じられた時に、強引

に児童生徒をその計画に押し込めてはならな

い。これは、現場における授業展開、あるいは

授業研究の鉄則である。 

 授業に関する上記のことがらは学校評価に
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も当てはまる。この場合、工学的手法としては

次のような手順が必要になろう。まず学習指導

要領に則り、その学校の置かれている状況を捉

えた上で、学校教育目標が設定される。この学

校教育目標は分析され、各分掌、各学年、各教

科等が相互にコミュニケーションを図りつつ、

それぞれがより具体的な目標を設定する。しか

も、この分析は、カリキュラム、指導方法、学

校組織、学校財務、保護者、地域社会、児童生

徒の変容などと結びつけて、より具体的な行動

として観察測定し評価ができるようなものへ

と行われていかなければならない。分析した中

から、各分掌・学年・教科等は、学校実態に対

応してより本質的なものを焦点化する。さら

に、これらをあらためて学校教育目標に向けて

組み立て構造化する。ここで各分掌・学年・教

科、全体組織としての評価の観点(評価規準)

と数量的表現の尺度(評価基準)が明確になる。

さらに、学校評価を行うに当たっては、学校組

織の特性を考え、組織の形成層やそれらの関係

などを考慮するする必要があるのではないか

とも思われる。 

 しかし、ここでも前方に反省的な姿勢が求め

られ、予定した活動を展開しながら児童生徒や

学校業務等への影響をとらえ、必要な修正・変

更を教員・組織単位が連携しつつ加えることが

必要である。特に、評価方法を定めた経営管理

手法に従って教育活動や各種業務を遂行しよ

うとする場合には、一旦定めた経営管理手法へ

の忠誠心が働き、教育活動を経営管理手法の中

に限定したり、経営管理的手法に従わせること

に全力を傾注したり、あるいは経営管理手法を

逆に利用して評価結果を予測し、遂行すべき業

務内容をコントロールしようとする誘惑に駆

られるが、このようなことは避けなければなら

ない。 

 以上から、PDS サイクルや PDCA サイクル

等の経営管理手法に基づく組織改善は、目標を

自覚し、これを実現する方法を明確にし、結果

を測定し、明解な評価を行うことを可能にする

という点で有益なものである。しかしながら、

そのような学校経営改善の方法は、学校組織に

とって十分なものではない。それは関係性・全

体性という学校組織の特性を生かし発揮させ

るために利用されるのでなければならないし、

何よりも児童生徒への視点を根本に据えてい

なければならないのである。 

 

 

[注] 

1)ピーター・センゲ(守部信之 訳)「最強組織

の法則」 徳間書店  第 11 刷 2011 年 165

－284 頁 

2)伊丹敬之「場の論理とマネジメント」 東洋経

済新報社 第 5 刷 2010 年 

3)同上 1－19 頁  
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第６章 まとめ 

 本研究は、学校組織を「関係体｣としての組織

単位からとらえ、企業組織とは異なる基本的特

徴を把握し、学校経営に役立てようとするもの

である。この研究を通して明らかにしたこと、

留意すべきこと、及びさらに課題と感じられた

ことは、以下のとおりである。 

明らかにしたこととしては、次の５項目を挙

げることができる。第１は、小・中・高等学校

に共通する学校組織の基本的特徴に関するもの

である。すなわち、学校組織の特徴は、(1)教員、

学年会(団)､分掌等の各組織単位は、自らの中に

他の組織単位を含む内在的関係の中にあるこ

と、(2) 上記(1)の関係をとおして教員、学年会

(団)､分掌等の各組織単位は全体組織を形成し、

さらにこれを内包していること、(3)教員、学年

会(団)､分掌等の各組織単位は、組織を統合する

契機を内在させていること、(4)コミュニケーシ

ョン網は多方向・双方向的で全体へと連なって

いること、である。 

 第２は、小・中・高等学校による組織の相違

とその背景に関するものである。学校組織は、

小学校・中学校・高等学校と校種の進行にとも

ない、教育業務を強調する形態から教育業務と

経営管理的業務を並列する形態へと移行してい

く傾向が見られる。その背景をなすものは、児

童生徒に全面的に関わる教育業務を担当する教

員の全教員に占める割合が高いか否かであり、

教員の存在様態が影響していると考えられる。 

 第３は、企業組織との相違に関するものであ

る。学校組織は「分割・分担｣を基本とする分担

一協働体制である。学校組織は児童生徒のあら

ゆる部分の成長に同時的にかかわり、将来的結

果から現在を統御する前方に反省的な組織で、

指揮命令関係やPDSサイクルやPDSAサイクル

等と直ちに整合的とは言えないという特徴を有

している。これに対して企業組織は｢分割･分

離｣､｢独立･専門化｣、｢統合･拡大｣を原理として、

部分の完成を志向する分業－協業の体制をとっ

ている。また、企業組織は時系列を内包し、指

揮命令関係やPDSサイクルやPDSAサイクルな

どと整合的で、組織の改善に関しては後方に反

省的である。 

 第４は、学校組織と企業組織における組織改

革の方向性の違いに関するものである。学校組

織も企業組織も組織改革には関係性や全体性の

確保という類似の方向性が見られる。しかし、

学校組織の場合には、企業組織の論理を取り入

れて指揮命令関係を強め強制的にも組織単位間

の関係性や全体性を確保しようとするものであ

り、企業組織の場合には、これまで｢分割・分離｣

していた部署を混在させるなど、学校組織に見

られるような仕組みを導入しようとするもの

で、それぞれの組織の原理にとっては反対の方

向をとっている。従って、学校組織の改善に当

たっては、その意味をとらえ児童生徒の教育と

いう本質的業務への視点を基本とすべきであ

る。 

 第５は、学校組織内に備わっている組織改善

の可能性に関するものである。学校組織は、本

来、関係性･全体性を原理としている組織であ

り、組織改善に当たってはこの原理を発現させ

ることが課題である。そのためには、教員にと

って本質的な課題である学習指導をはじめとす

る各種指導法等教育業務に関する研究・研修を

組織として行うことが有効な方法として考えら

れる。 

次に、留意すべきことは、本研究がとった組

織の単位を教育業務と経営管理的業務との関係

体としてとらえるという視点である。この視点

は対象を部分に分割しその集合として捉えると

いう視点に対するものである。 

 以上が明らかにしたこと、留意すべきことで

あるが、なお多くの課題が残されている。たと

えば、教員や組織単位を関係体としてとらえ学

校組織の改善の可能性を探ったが、その観点か

ら学校組織の現状を把握すること、学校組織を

実際に構成する場合の公式・非公式のファクタ

ーを調査によって明らかにすること、組織に対

する具体的評価方法を提案すること、あるいは、

教員や組織単位を関係体とするわが国の学校組

織と対立状態にあるものを一体的に捉える日本

的思考との関係を確認すること、以上のような

組織に職階制的仕組みを導入しこれを強化した

り、企業組織の経営管理的手法を導入したりす

ることが、教員、学習者、保護者の意識や行動、

組織運営等にどのような変化をもたらしている

かを把握することなど、数々の課題が残されて

いる。 

 

 


